
沖縄県内のIT産業振興と人材育成

• ２０１4年12月１1日

• 沖縄県情報通信産業関連団体連合会

• 沖縄県情報産業協会

• 会長 根路銘 勇
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・これまでの情報通信関連産業にかかる

沖縄県の構想と実績

・新たな振興開発計画に伴う、情報産業界から

沖縄県への提言

・新沖縄県情報通信産業振興計画の策定

おきなわSmart Hub構想

・人材育成への取り組み



沖縄県情報産業協会とＩＴ連
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公益社団法人沖縄県情報産業協会(IIA)

・昭和６２年に県内に本社を持つソフトウェア関連企業１０社

で設立した「沖縄県ソフトウェア産業振興協会が前身

・平成１２年に社団法人として発足

平成２５年公益社団法人へ移行

・主な実施事業は、啓蒙普及事業、教育研修事業、技術交流共

同事業、連携交流事業、開発技術事業、調査及び情報収集・

提供事業

・総務委員会、技術委員会、経営委員会、地域情報化委員会、
アジアビジネス委員会、IT人材育成委員会、IT観光支援委員会



沖縄県情報通信関連産業団体連合会（通称ＩＴ連）
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公益社団法人沖縄
県情報産業協会
(IIA)

ＮＰＯ法人沖縄県
地理情報システム
協議会(GIS協議会)

沖縄県コールセン
ター産業協議会
(CC協)

沖縄県ソフトウェア
事業共同組合(ソフト
協)

ＮＰＯ法人フロム
沖縄推進機構(FROM
沖縄)

ＮＰＯ法人沖縄
デジタルアーカイブ
推進協議会(ODAA)

90

29

61

17

17

25



これまでの情報通信関連産業にかかる

沖縄県の構想と実績
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沖縄県マルチメディアアイランド構想（平成10年～平成23年度）

沖縄がマルチメディアにおけるフロンティア地域となり、２１世紀
の新産業創出および高度情報通信社会の先行的モデルを形成する。

１．達成目標

①沖縄における情報通信産業関連産業の振興・集積による自立的

な経済発展

②高度情報通信技術を活用した特色ある地域振興の道標

③アジア・太平年洋地域における情報通信分野のハブ機能を通し

た国際貢献

※県内の情報通信関連産業における雇用吸収力平成9年の6,000人
規模から平成22年には4倍の24,500人を到達目標

２．産業集積戦略(基本３ステップ)
①集積の中核形成→情報サービス

(コールセンターからスタート)
②高度化→コンテンツ制作

③ハイテク化→ソフトウェア開発



7

沖縄県振興計画（平成14年～平成23年度）

これからのリーディング産業として期待のかかる情報通信関連産業の
集積を図 るため、既存企業の集積・新たな企業の立地促進、高度人材
の育成・確保、情報通信基盤の整備を戦略的かつ機動的に促進する。

アジア・太平洋地域における国際的な情報通信ハブの実現を図る。

沖縄県情報通信産業振興計画

第一次計画
●計画期間

H14年度～16年度

●目標値(H16末)
雇用者数 12,000人
生産額 1,970億円

●施策の方向性

①情報通信産業の集
積・振興。

②人材の育成・確保、
研究開発の促進。

③情報通信基盤の整備。

第二次計画
●計画期間

H17年度～19年度

●目標値(H19末)
雇用者数 17,800人
生産額 2,716億円

●施策の方向性

①「情報サービス」「コン
テンツ」「ソフトウェア」
の分野を中心的に取り組む。

②企業誘致、県内IT振興、
情報基盤の整備を促進する。

第三次計画
●計画期間

H20年度～23年度

●目標値(H23末)
雇用者数 33,700人
生産額 3,900億円

●施策の方向性

①「情報サービス」「コ
ンテンツ」「ソフトウェ
ア」を中心分野とする。

②沖縄IT津梁ﾊﾟｰｸの整備。

③高付加価値を図る。
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雇用をベースとした直線的成長モデル
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第１から第３次情報通信産業振興計画による実績

資料:沖縄県



課 題
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外部条件への対応

・急速なテクノロジーの進化への対応

・下請け構造からの脱却

・市場の変化・アジア市場への対応

・悪い業界イメージの払拭

人材育成・確保

・「プロデュース人材」の育成・確保

・高度な経営人材の確保

・新技術分野に対応できる人材の育成・確保

・産業ＩＴ人材育成エンジンの構築
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新たな振興開発計画に伴う、
情報産業界から沖縄県への

提言

平成２３年９月
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この時期
に提言
する必要
がある

☆



沖縄県に提言した主な事項
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・多様な人材の育成・確保

・沖縄型クラウドセンターインフラ基盤・サービス基盤
の整備事業

・沖縄型自治体クラウドの調査事業と開発実証事業

・情報通信基盤の拡充

・ＢＣＰ・バックアップセンター構築支援事業

・ＩＴ津梁パークにおける施設の整備

・ソフトウェアの品質検証サービスの集積

・情報通信関連産業と他産業との連携強化

・ＧＩＳの利活用促進

・アジアＯＪＴセンターの機能強化、アジアＩＴ研修センター
の活用

・ＣＩＯ（情報最高責任者）の設置

クラウド
関連



14

多様な人材の育成・確保
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補助事業者拠点Ａ（センター拠点）

物理サーバー 物理ストレー
ジ

物理ネットワーク（機器）

IaaS基盤

PaaS基盤

ＳａａＳ環境

ユーザポータル・クラウド管理機能

賛助事業者拠点B 賛助事業者拠点C

コ
ピ
ー
し
て
活
用

●テナントや事業者の
ポータルサイトは

ワンストップで提供

IaaS事業者
テナント管理者

IaaS再販業者

●エンドユーザが『沖縄型クラウド』
サービスを享受

運
用
・
管
理Ｂ

Ｐ
Ｏ

コ
ピ
ー
し
て
活
用

沖縄クラウドセンター
～本島全体をクラウドセンター化する世界初の取組～

高速回線網による
処理高速化

仮想基盤による
一体化を実現



16

沖縄ＩＴ津梁パークの完成イメージ図

様々な最先端・
先進ＩＴサービス

ソフトウェア開発ゾーン

テストセンターゾｰン

エコ環境

大手企業系現地会社と地元
IT会社との協業（グループ）

アジア研修センター
アジアＯＪＴセンター

インキュベーション施設

研究機関 ゾーン

コｰルセンター
ＢＰＯ ゾーン

新領域・融合ゾーン

高校、専修学校、国立高専、
大学等高等教育機関
（次期ＩＴＯＰを含む）

エントリｰ人財の
大量育成

D企業

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

C企業

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
B企業

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

Ａ企業

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

E企業

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

首都圏市場との

ＩＴクラスター形成

日本・アジアを代表する

“情報通信先進地ＯＫＩＮＡＷＡ”

ＩＴ専門
大学院大学

アジア
技術人財団

ソフトウェア品質
検証サービス

クラウドセン
ターと接続
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クラウド
センター

営業
連携

≪ＩＴ津梁パーク≫

サービス提供
県内事業者

≪人材育成≫

クラウド
基盤提供

人材育成 人材育成
ＪＩＣＡ
次期ＩＴＯＰ

テスティング
センター
（ＯＳＣ、ＴＩ

ＤＡ、ＧＩＯＴ）

万国
医療津梁

観光
クラウド

既存
ＩＤＣ

琉球ＳＢＣ
ＯＳＳ提供

クラウド
基盤提供

≪アジア圏≫

≪国内≫

バックアップ
基盤の提供

≪ＩＤＣビレッジ≫

最新技術提供、人材供給

事業継続支援
（ＢＣＰ、ＤＲ）、
バックアップ

アジアへの
展開

アジアＩＴ
研修センター
（仮称）

先端技術利用した
ＳａａＳ提供者

自治体
クラウド

クラウド
基盤提供

人材供給

業務提携／技術連携
（オール沖縄による
大型業務受託）

沖縄ＧＩＸ

沖縄型クラウドセンターの位置づけ（他事業との連携）

最重要事業

関連事業

凡例



主な事業案
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1．ＢＣＰ（事業継続計画）・バックアップセンター構築支援事業

日本の中の沖縄という観点から、情報通信関連産業にとって安心・
安全の地であることを積極的にアピールし、ＢＣＰ・バックアップ
センターの集積を進め、県外の業務を沖縄県内で実施できる体制を
創る。

2．ソフトウェアの品質検証サービスの集積

ソフトウェアの品質を客観的に検証するサービスを提供するために、
現在県内で構築が進んでいる高度テスト技術基盤事業を活用して検
証サービスを立ち上げ推進する。

3．情報通信関連産業と他産業との連携強化（ＩＴ地産地消、下請け
からの脱却）

県外からの受託開発だけでなく、沖縄県内の様々な産業を振興する
ために、他産業に対しＩＴ技術を導入し業界の底上げを目指す。
沖縄県内の産業に沖縄県内のソフト会社が作ったソフトやシステム
を利活用してもらうために人事の交流を促進したり、県外国外に対
しての競争力をつける。



主な事業案
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4．アジアＩＴ研修センター、アジアＯＪＴセンター

・オフショア開発を推進するために、外国人エンジニアを長期
に渡って研修を受けさせる研修施設の整備。

・県内企業が外国に進出する際の様々な障壁を軽減する機能の
機関を充実。



新沖縄県情報通信産業振興計画（仮称）
の策定
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沖縄県情報産業協会、株式会社沖縄ＴＬＯ、
ＮＰＯフロム沖縄推進機構で策定を受託



「沖縄21世紀ビジョン」の施策展開の機軸
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１．よりよい地域経済の発展

「日本と世界の架け橋となる強くしなやかな自立経済
の構築」

→情報通信関連産業自体の振興発展

→他産業のＩＴ化

２．よりよい地域社会の構築

「潤いと活力をもたらす沖縄らしい社会の構築」

→地域の課題解決をＩＴで支援する
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これまでの情報通信産業振興の方向性
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これからの情報通信産業振興の方向性
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本構想の「３つのパラダイムシフト」
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戦略ビジョン
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施策展開のフレームワーク

成⻑戦略
基本的な施策 市場需要 × 付加価値・競争⼒ × 継続性

推進主体

⾏政 産業
界

ビ
ジ
ネ
ス
推
進

戦略ビジョン①
高い交換価値の創出に
よる外部市場への展開

・立地(誘致・創業)促進

・ビジネス創出・事業成長支援

・プロモーション

・技術・サービス革新・研究開発促進支援

◎

◎

○

◎

○

○

⼈
材
確
保
・

育
成

戦略ビジョン②
技術とビジネスが両輪

となった人材競争力
の強化

・プロデュース人材・経営人材育成

・高度IT人材育成

・若年人材育成・国際ビジネス交流

◎

◎

◎

○

○

○

ビ
ジ
ネ
ス

基
盤
整
備

戦略ビジョン③
インフラの課題克服と
新たな市場展開のた
めの基盤構築

・ビジネス基盤強化施策（経営・事業基盤）

・インフラ基盤整備（施設・社会インフラ） ○
○

事
業
推
進

主
体

戦略ビジョン④
戦略の継続的な⾒直し
と改善

・戦略の継続的見直しと改善

・立地企業の成長支援の実施

・コミュニティの形成・推進

○

○

○

○

○
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人材確保・育成施策の方向性

求められる要件・対応すべき課題

市場需要 付加価値・競争力 継続性

プ
ロ
デ
ュ
ー
ス
人
材
・

経
営
人
材

・プロデュース人材の増加・ス
キル強化
•大規模プロジェクト対応のた
めの円滑な県内ＩＴ人材調達

•プロデュース・マネジメントノ
ウハウ共有・蓄積・スキル向上
•アイディアを事業化するスキル
強化
•事業マネジメント力の強化
•プレゼンテーションデザイン力
強化
•要件定義・問題発見解決力強化

•県外・海外に展開できる人
材の育成―ネットワーク構築

技
術
人
材

•技術基礎人材の人員数の拡大
•プロジェクトマネジメント力
の強化・人員数の拡大
•テクニカルセールス・コンサ
ルティング（上流工程）スキル
強化・人員数の拡大

•先進企業等への人材派遣・技術
力・マネジメント力の蓄積
•特殊技術・豊富なビジネス経験
を持つ個人の活用

•指導者の育成・超高度人材
誘致

国
際
人
材
交

流
・

若
年
人
材

•県外・海外に展開できる人材
ネットワーク構築
•外国語対応・国際ビジネス対
応人材

•産学官連携した若年層から
の人材育成・モチベーション
形成



28資料:沖縄県
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資料:沖縄県

平成２５年の実績 (最新公表値)



現在実施中の人材育成
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ｉＴＡＰ－ＩＴアドバンスト・プロフェッショナル事業
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事 業 構 成
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【公益財団法人 沖縄県産業振興公社 HPより】

万国津梁産業人材育成事業
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"BIRD Challenge"万国津梁産業人材育成事業の目的

1沖縄県のビジネス環境
沖縄県のビジネス環境は狭小であり、企業の発展のためには積極的に海外・県外の
市場を視野に入れた活動が必要です。

特に近年では発展著しいアジア諸国をはじめとする海外にも大きなビジネスチャン
スが見込まれています。

地理的に見ると、われわれ沖縄はアジア・太平洋地域に近接した有利な条件の下に
あり、海外ビジネス展開では、他にはない優位性を秘めていると言えます。

2海外ビジネス展開の課題
沖縄県の産業界が海外ビジネスへと踏み出すためには、海外市場で競争力を持つ商品
やサービスを創り出すことが必要です。

しかし、現時点では多くの県内企業には海外展開の経験がなく、対応できる人材も不
足しており、企業が独自で取り組むには厳しい状況にあります。

このため、海外ビジネスを目指す企業を支援し、海外展開に対応できる人材を育成す
ることが急務となっています。

3"BIRD Challenge"万国津梁産業人材育成事業での支援

本事業では、沖縄県の産業振興に資する高度な専門性と国際性を有する産業人材の
育成を目的に、海外・国内企業へのOJT派遣、海外大学院等への留学派遣、海外展開
に詳しい専門家の招へいに加え、様々な県内セミナーを開催し、海外ビジネスに対
応できる人材育成を支援します。
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“BIRD Challenge”万国津梁産業人材育成事業の概要

1海外・国内OJT派遣、海外大学院等留学派遣、海外展開の専門家招聘

・海外OJT派遣

海外の企業等に社員をOJT派遣し、海外展開等に必要な知識・スキルを習得する費用を助成

・国内OJT派遣

国内の企業等に社員をOJT派遣し、海外展開等に必要な知識・スキルを習得する費用を助成

・海外大学院等留学派遣

海外の大学院や研究機関等に留学し、商品開発やサービスの構築に必要な知識や技術を習得
する費用を助成します。海外展開の専門家招へい各ビジネス分野の専門家を県内に招き、海
外展開の実践的・即戦的な指導を受ける費用を助成します。海外OJT派遣

海外の企業等に社員をOJT派遣し、海外展開等に必要な知識・スキルを習得する費用を助成

2県内研修
・即戦力セミナー(初級) 
発想力、プレゼンテーション技術、理想的思考を身につけます。また、業務を円滑に行う
上で必要なスキルを身につけます。

・即戦力セミナー(中級) | コミュニケーション能力、ファシリテーション技術、交渉力を身
につけます。また、プロジェクトリーダーとして必要なスキルを身につけます。

・事業戦略策定セミナー | 事業展開のための知識と技能を修得します。ビジネスケースを
想定した事業計画書を策定します。

・中核人材セミナー | 海外展開を目指す経営者と実務者がペアで事業戦略を策定します。
講師により事業戦略への個別アドバイスを実施します。

※企業および研修希望者から海外展開ビジネスプラン、およびプラン実現に向けた国内外
研修計画を提出していただき、その実現性を踏まえ、審査委員会において派遣研修員およ
び支援対象企業を選考します。
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継続的成長をもたらすスパイラルモデル



ご清聴ありがとうございました
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